
令和７年度ＢＩツール導入効果検証事業業務委託仕様書

１　事業目的

本業務は、ＢＩツールを試験的に導入し、静岡県職員（以下「職員」という。）が業務においてＢＩツールを活用することによる業務効率化や県民サービスの向上に対する効果を検証することを目的とする。

２　事業期間

(1) ツール活用支援業務（研修及び技術的支援）

契約締結日から令和８年３月31日まで
(2) ライセンス提供期間（予定）

令和７年６月９日から令和８年３月31日まで

(3) ヘルプデスクサービス設置業務（予定）
令和７年６月９日から令和８年３月31日まで
３　利用ツール

本業務において利用するＢＩツールは、Microsoft社の「Power BI」とする。

４　適用範囲

本業務の適用範囲は、本仕様書記載の範囲とする。ただし、仕様書に記載がない事項であっても、ツールの導入及び活用に当たり、本業務の受注者（以下「受注者」という。）が本業務の履行において必要不可欠と判断する事項については、本業務の範囲に含むものとし、本仕様書で特に負担者又は負担方法を定めている場合を除き、全て受注者の負担で実施するものとする。

なお、上記の範囲を超えた仕様の追加や変更が生じる場合は、費用負担等も含め、発注者及び受注者双方が協議の上、決定するものとする。

５　委託内容

(1) ライセンスの提供

２で定める事業期間において、以下のライセンスを提供すること。 

・Power BI pro　２ライセンス

(2) ＢＩツールの活用促進に向けた研修の実施

職員が、ＢＩツールを活用して業務を効率化したり、県民サービスの向上に資する企画立案等ができるようにするため、必要な技術を習得するための研修を実施すること。

研修の対象者は、１回当たり最大20人程度、実施回数は２回以上とし、各回における研修時間は３時間程度とする。また、主な研修内容は、ＢＩツールの概要及び機能の説明、サンプルデータを用いたハンズオン及び質疑応答の構成とし、原則としてオンサイト対応とする。研修の実施に当たっては、発注者は会場及び研修に使用する端末を提供し、研修資料等については受注者が用意することとする。

(3) ＢＩツールを効果的に活用するための技術的支援

職員が、対象業務の統計データ等を用いてＢＩツールで作業するに当たり、受注者は、対象業務の所管所属等の職員と打合せを行い、ＢＩツールを効果的かつ効率的に活用できるよう必要な助言及び支援を行うこと。なお、対象業務については、５業務程度（レポート10枚程度）を想定しているが、詳細については受注者の決定後に発注者と協議し、決定するものとする。打合せは各業務につき２回以上（統計データ等の確認、加工処理等：１回以上、データの可視化方法、成果品の確認等：１回以上）とし、オンサイト又はWeb会議等でのオンラインのいずれかの方法によるものとするが、各業務１回以上はオンサイトの打合せを行うこと。

また、効果検証の状況を踏まえ、令和８年度以降におけるＢＩツールの効果的な活用法（通信環境の整備等を含む。）について、発注者が必要とする支援や提案を行うこと。

中間報告書、業務完了報告書の提出の際には、各業務の効果検証の状況や結果（対象業務の所管所属等の職員のアンケート結果や、業務効率化結果等）をまとめること。
(4) ヘルプデスクサービスの設置

受注者は、職員からＢＩツールの活用方法等について問合せがあった場合、適切かつ必要な助言又は支援を行うこと。

本サービスは、一般的な操作方法の説明にとどまらず、可能な範囲で利用者の業務画面を前提とした実践的な支援を行うよう努めること。

なお、詳細な支援方法や対応時間帯等については、受注者の決定後に発注者と協議し、決定するものとする。

６　実施体制

(1) 受注者は、本業務の実施に当たって、プロジェクト全体を統括する責任者

（以下「責任者」という。）を配置すること。

(2) 本業務又は本業務に関連する事項について、発注者から依頼又は問合せが

あった場合、適切な助言を行うとともに、必要な支援を行うこと。

(3) 受注者は、業務遂行における体制を明確にし、作業に従事する者（責任者

を含む。）の名簿及びその者の連絡先を明記した作業体制表を、本契約締結時に発注者宛て提出すること。なお、体制に変更があった場合は、変更した作業体制表を遅滞なく提出すること。

７　留意事項

(1) 受注者は、仕様書及び諸関係法令を遵守し、発注者の指示に従い、連絡を

密にして業務の進捗を図ること。

(2) 本業務に従事する者は、業務の遂行を十分になし得る知識と経験を有する

こと。

(3) 本業務において知り得た発注者に関する情報は、本業務の目的以外に使用

し、又は第三者に開示若しくは漏洩してはならない。なお、この規定は、本契約終了後も有効に継続するものとする。

(4) 本業務における成果品の所有権、著作権、利用権は、発注者に帰属するも

のとする。

(5) 本業務の全部を一括して第三者に再委託してはならない。ただし、本業務

の一部を第三者に再委託するときは、あらかじめ発注者に書面により報告し、発注者の承諾を得ること。

(6) 本仕様書に定めのない事項や業務の実施に当たり疑義が生じた場合は、発
注者と受注者が協議の上、決定する。

８　成果物の納入

(1) 下表に示す成果物を納入すること。納入時期は、定めがあるものはそれに

従い、定めのないものは別途協議すること。また、内容の詳細についても別途協議すること。

	No
	納入物
	部数
	納入時期

	1
	業務実施計画書
	１
	契約締結後速やかに

	２
	利用操作マニュアル
	１
	研修実施日の前まで

	３
	研修資料（PDF）
	１
	研修実施日の前まで

	４
	中間報告書
	１
	令和７年９月30日まで

	５
	業務完了報告書
	１
	本業務完了後


(2) 各種ドキュメント等の記述は日本語によるものとし、媒体は、書面又は電

磁的記録媒体（ＣＤ－Ｒ等）により、１部ずつ納入するものとする。

(3) 納入場所は、静岡県企画部デジタル戦略課とする。
